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新興国債券

※4　各月に実施されたリバランス時点（ex.6月は2026年6月8日時点）の比率を

示しています。リバランス実施時に目標とする資産構成比率であり、実際の運用

では市場変動等の影響に より表示の比率と乖離が発生することがあります。

―

（ラップ専用）SBI・ゴールド

（ラップ専用）SBI・米国不動産

（ラップ専用）SBI・新興国債券

米国ハイイールド債券

米国債券

新興国株式

資産分類・地域 銘柄名

（ラップ専用）SBI・米国債券

先進国株式

米国株式

（ラップ専用）SBI・新興国株式

（ラップ専用）SBI・先進国株式

（ラップ専用）SBI・米国株式

（ラップ専用）SBI・米国ハイイールド債券

各資産の騰落率（期間：2025年12月30日～2026年6月30日）

資産構成比率の推移

88.49%

0.81%

12.61%2026/3/31

2026/5/29

2023/4/24リリース来

※1　グラフが示す「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」（以下、「ROBO PRO AIラップ」ともいいます）の運用実績は、2025年12月30日から2026年6月30日まで、

「ROBO PRO AIラップ」に投資していた場合の運用実績です。リバランスは最適ポートフォリオとの乖離がないように実施したと仮定し、分配金は投資の拠出金銭に自動

的に組み入れ、リバランスにより再投資したと仮定して計算しています。分配金やリバランス時の譲渡益にかかる税金は考慮していません。計算期間開始日から2026年6月

30日までの投資対象ファンドの基準価額（信託報酬やその他の費用、投資対象ファンドを通じて保有するETFの分配金が考慮されています。）をもとに、最大の運用手数料

1.98％（年率、税込）を考慮のうえ、 「（計算期間終了日時価／計算期間開始日時価）－1」で計算した値を%で表示しています。表示している割合は年率ではありませ

ん。計算後の数値の小数第3位以下を切り捨てて表示しています。過去の運用実績であり将来の運用成果等を示唆又は保証するものではありません。

※2　騰落率グラフは2025年12月30日の価額を基準に、2026年6月30日における各投資対象ファンドおよび、「ROBO PRO AIラップ」のリターンを示したものです。各投

資対象ファンドの騰落率およびドル／円為替は、「（6月30日時点の基準価額または為替レート／12月30日時点の基準価額または為替レート）－1」で計算した値を%で表

示しています。「ROBO PRO AIラップ」のリターンの算出方法については、※1をご参照ください。表示している割合は年率ではありません。将来の運用成果等を示唆又は

保証するものではありません。計算後の数値の小数第3位以下を切り捨てて表示しています。

期間 計算期間開始日 モデルポートフォリオ

過去1ヵ月

過去3ヵ月

過去6ヵ月 10.92%2025/12/30

半期運用レポート：2025年12月末～2026年6月末

モデルポートフォリオのパフォーマンス
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2026年上半期は、2月末に発生した米国・イスラエルとイランの軍事衝突と、それに伴う原油急騰等で株式市場を中心に大きく変動
する局面がありましたが、AI関連企業の株価上昇等に支えられて上半期の株式市場は上昇しました。一方で、金は3月頃まで大きく上
昇した後、その動きが急速に逆回転して下落しました。結果として、「金」を除くすべての投資対象ファンドが上昇しました。
「ROBO PRO AIラップ」では、特に4月以降に「金」が下落する中で組み入れを徐々に増やしたことがリターンを一部抑制しました
が、上昇した「米国株式」や「先進国株式」を比較的多く保有する傾向が続き、同期間で＋10.92%となりました。
「ROBO PRO AIラップ」は、今後も市場動向の変化に応じて投資配分を変更していくことで、パフォーマンスの最大化を目指します。
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レポート作成月：2026年7月

●米国市場概況 ●先進国市場概況（米国を除く）

25年12月末 変動幅

3,408.97 17.18%

592.19 8.36%

●新興国市場概況 ●為替・その他

25年12月末 変動幅

156.71 3.72%

4.1670 0.2982ptインドSENSEX 85,220.60 米国10年債利回り(%) 4.465276,478.67 －10.25%

代表的な指数 25年12月末 代表的な通貨・金利 26年6月末26年6月末 変動幅

上海総合指数 3,968.84 ドル/円 為替レート 162.554,094.39 3.16%

ストックス欧州600指数 641.73

（現地通貨ベース）

代表的な指数 26年6月末

TOPIX 3,994.76

代表的な指数

S&P500 6845.50

25年12月末 26年6月末

7,499.36

市場概況

（現地通貨ベース） （現地通貨ベース）

変動幅

9.55%

投資環境に関する過去の事実等の情報提供や、発行時点での投資環境やその見通しに関する見解をご紹介するために株式会社FOLIOが作成した資料です。記載内容は作

成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果等を示唆又は保証するものではありません。信頼できると考えられる情報を用いて作成しておりますが、その正

確性、完全性等について保証するものではありません。

各指数等のデータはBloombergが提供する値を用いています。表示されている値（米国10年債利回りを除く）は、小数第3位以下を切り捨てています。

＜1月＞

株式市場は、AI関連株に加えて資

源・エネルギー関連株も物色される

展開となりました。グリーンランド

を巡る関税問題が嫌気され一時反落

したものの、すぐに撤回され株式市

場は復調しました。為替は、日米の

通貨当局が為替介入の前段階となる

レートチェックに動いたと報じられ、

大幅に円高・ドル安となりました。

＜2月＞

株式市場は、米国ではAI関連銘柄を

中心に不安定な推移となった一方、

日本では衆院選での与党圧勝を受け

政策期待が高まり、大幅に上昇する

など地域差が見られました。為替は、

米金利低下の影響を日本の財政拡張

観測や日銀の利上げ観測後退等が相

殺し、小幅に円安・ドル高となりま

した。

＜3月＞

株式市場は、2月末に米国・イスラエ

ルがイランへの軍事侵攻を開始し、

原油高騰によるインフレ懸念や先行

き不透明感などで低調に推移しまし

た。為替は、地政学リスクや将来的

な景気不安等から、基軸通貨のドル

に資金が集まり、円安・ドル高とな

りました。

＜4月＞

株式市場は、米国・イスラエルとイ

ランが一時停戦に合意し、地政学リ

スクに沈静化の兆しが見える中で、

上昇基調となりました。為替は、米

ドル買いが下火となる中、政府・日

銀の為替介入で急速に円高・ドル安

が進みました。

＜5月＞

株式市場は、米・イラン和平交渉へ

の期待感と原油価格の上昇ペースの

鈍化などを好感し、先進国の多くで

上昇しました。為替は、依然高止ま

りする原油価格による日本の貿易収

支悪化の懸念などから、円安・ドル

高となりました。

＜6月＞

株式市場は、米国で高まった利上げ

観測や、AI関連企業の業績見通しへ

の一喜一憂などから荒い値動きが続

きました。為替は、日米当局による

為替介入が警戒されつつも米金利の

先高観を反映して、円安・ドル高が

進みました。
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コラム

インフレ時代に再考する資産計画

～インフレで急増する老後資金に資産運用で対抗するには？～

インフレの現在地

コロナ禍以降の日本では、インフレ状態が継続しており、直近でも米国・イスラエルとイランの軍事衝突に伴う原油価格の

急騰などの個別要因も相まって、物価の上昇圧力は続いています。日本では長らくデフレが続いていたため、将来を見通す

際にもインフレが続くという前提が意識されにくい環境となっていました。

しかし、仮に将来にわたってインフレの状態が継続した場合、想定より多くの資産が必要となる可能性があります。

今回のコラムでは、将来の「取崩し」期に必要となる資産から、資産運用について逆算して考えたうえで、「ひめぎんラッ

プ／ROBO PRO AIラップ」の特徴とパフォーマンスを振り返ります。

数々の相場変動局面を経験しながらも着実にパフォーマンスを上げてきた「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」は、長

期の資産計画に基づくゴール達成やインフレに対抗する手段としてご活用いただきやすいサービスです。インフレを前提と

して将来の資産計画を、「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」のパフォーマンスを振り返りながら本コラムで再考して

目次

１．インフレの現在地
コロナ禍後から本格化するインフレは、物価高対策等の影響を除くと足もとでも継続

２．インフレが続くと老後に必要な資金は急増する
将来のインフレを考慮すると、老後に必要な金額は急増する

３．将来の資産計画は入口と出口の戦略を繋げて考える必要がある
「どう増やすか」と「どう使うか」を一気通貫で考えて資産計画を立てる

４．「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」を活用した長期の資産運用でインフレの克服を目指す
資産計画に則ってインフレに対抗するために、途中で止めることなく長期の運用継続を

日本で長期間続いていたデフレ傾向の時代はコロナ禍以降に転換し、インフレの時代が始まりました。

食品主要195社を対象とした民間調査（※）によれば、2025年に値上げされた飲食料品は20,609品目にのぼり、1回あたりの

値上げ率は平均15%程度となりました。2026年も値上げの勢いは続き、予定を含む1～11月までの判明分だけで14,902品目

となり、調査開始の2022年から5年連続で年間1万品目を突破しています。

このように、生活に直結する食品でも幅広く発生しているインフレが、将来にわたっても継続する場合、生活に必要な支出

額は、複利効果を伴って増えていくこととなります。

※ 出所：帝国データバンクが公表する、「『食品主要195社』価格改定動向調査 ― 2025年通年/2026年見通し」および「『食品主要195社』価格改

定動向調査 ― 2026年7月」。

また、インフレの現在地を前年比の物価の推移で確認します。

物価の安定を目標とする日銀は、2026年の3月から「『特殊要因』を除いた消費者物価上昇率」の公表を開始しました。こ

れは、インフレ対策をスコープに打ち出された各種政策等（消費税率の変更、教育無償化政策、2021年の携帯電話通信料の

引き下げ、旅行支援策、ガソリンや電気・ガス代等の負担緩和策）の影響を除いた、前年同月比の物価変動率を日銀が算出

したもので、推移は以下の通りです。
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インフレが続くと老後に必要な資金は急増する

※ グラフは、日銀が公表している「消費者物価のコア指標」における「除く生鮮食品、特殊要因（前年比、％）」を用いてFOLIOが作成したもので、

2015年基準で算出された2016年1月～2020年12月の期間と、2020年基準で算出された2021年1月～2026年5月の期間を合わせて表示しています。

※ 信頼できると考えられる情報を用いておりますが、情報の正確性、完全性等について保証するものではありません。将来の運用成果等を示唆・保

証するものではありません。

数値を確認すると、コロナショック後に2022年後半から2023年前半にかけて4%超まで高まった物価上昇率は、2026年5月

時点でも+2.7%であり、依然として高水準を保っています。

すなわち、物価対策の各種政策を実施しなかった場合、日銀が目標とする2%を概ね超える水準でのインフレが続いているこ

とが分かります。

それでは、インフレが今後も続くとした場合、老後の資金はどれくらい必要となりそうか、考えてみましょう。

本稿では、毎年2%ちょうどのインフレが続くと仮定して計算を行います。

第一に、老後の生活で必要な金額を確認します。

各種調査のデータを基にした試算によると、65歳以上の夫婦のみの世帯で、30年間「平均的な生活」を送るには合計1,226.1

万円、「ゆとりある生活」を送るには4,974.5万円が不足することが分かります（※）。

※ 平均的な老後世帯収入および支出額は、総務省「家計調査（2024年）」 65歳以上の夫婦のみの無職世帯、ゆとりある生活の支出額は公益財団法

人 生命保険文化センター「生活保障に関する調査（2025（令和7）年度）」のデータを基にFOLIOにて作成。

※本文および表で表示している数値は、いずれも小数第2位以下を切り捨てて表示しています。
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ここでは、計算を分かりやすくするためにも、「平均的な生活」と「ゆとりある生活」の間に、右に記載した「ややゆとり

ある生活」を想定して年間120万円、30年間で3,600万円不足すると仮定します。

しかし、ここで計算した30年間で不足する3,600万円は、インフレを考慮していない金額です。

そこで、第二に、30年間で不足する3,600万円にインフレの影響を加えることで、実際にはどれくらいの金額が必要となる

かを計算します。

まずは、長期的なインフレが生活費に与える影響をイメージするために、例として今年120円で買えるおにぎりを、将来買

う時にいくら必要になるかを考えます。2%のインフレにより、おにぎりの価格は1年後には約122.4円（=120円×1.02）、2

年後には約124.8円（=122.4円×1.02）となります。このように、1年経過する毎に前年の値段の1.02倍となっていくと、10

年後には約146.2円、そして30年後には約217.3円となります。つまり、インフレが続く世界で、30年後に同じおにぎりを買

うための予算を今からキープするためには、現時点で約217.3円用意していないと買えないこととなってしまいます。

インフレの影響は、おにぎり1つに留まらず全てのモノ・サービスについても当てはまるため、老後に必要な資金全体に話

を広げてみましょう。

先ほど確認した、年間120万円の不足額に対して年間2%のインフレを考慮すると、おにぎりの例と同様の計算で10年後には

146.2万円、30年後には217.3万円に上ります。

以下の表とグラフで示すように、インフレ考慮前に3,600万円であった30年間の必要総額は、インフレ考慮後には4,965.5万

円に膨れ上がります。

つまり、現時点の生活費のみを考慮して将来必要な資金計画を立ててしまうと、インフレが続く場合は生活に必要な資金が

想定以上に膨らんで、不足してしまうことが分かります。
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将来の資産計画は入口と出口の戦略を繋げて考える必要がある

さらに恐ろしいのは、資産の取崩しの開始時点まで時間があるパターンです。その場合、取崩し開始までの期間分のインフ

レによる影響が、既に累積した状態で30年間が始まります。例えば21年後から取崩しを始める場合の不足金額は、21年後の

不足額181.8万円から50年後の不足額322.9万円まで、30年間を合計すると7,378.5万円にも上ることとなります。

このように、インフレを前提とした世界においては、時間が長ければ長いほど、インフレの影響が大きくなり、将来必要に

なる不足額が大きくなります。

なお、この試算は不足額を固定していることから、年金をはじめとした収入源はインフレに伴う支出額の増加と同じ割合で

増加することを前提としています。そのため、例えば年金におけるマクロ経済スライド等により年金額が実質的に目減りす

るなど、実際の収入の増加がインフレ率に劣後する場合は、必要額がさらに増えることに注意が必要です。

では、30年間の老後資金を確保するためには、先ほど計算した4,965.5万円や7,378.5万円を事前に貯めて、取崩していくし

か道はないのでしょうか。

資産寿命を延ばす一つの手段として、資産運用を行った場合のシミュレーションを見てみましょう。資産運用は資産”形成”

期に行うイメージが強いですが、資産を取崩す期間も数十年と長期に及ぶ可能性が高いため、”取崩し”期にも運用を続ける

ことで、資産寿命の延長に大きな効果を与えることができます。

シミュレーションでは、20年間を資産形成期として、形成された資産を運用しながら取崩していきます。資産形成期では、

初期投資を500万円として、その後は20年間にわたって毎年100万円を積み立てます。取崩し期では、20年間で形成した資産

を、インフレ率を考慮した金額分だけ毎年取崩していく想定です。

なお、運用に関しては資産形成期と取崩し期の両方で利回り5.0%としていますが、毎年の利益全額に20.315%が都度課税さ

れることとして、税金については保守的なシミュレーションを行っています。
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このような前提の下で行ったシミュレーションは以下の通りです。

※ 運用収益については、毎年のリターンについて20.315％の課税がされるという仮定でシミュレーションを実施しています。本文およびグラフや表で表示

している数値は、いずれも小数第2位以下を切り捨てて表示しています。

※ 信頼できると考えられる情報を用いて作成しておりますが、上記はシミュレーションであり、その正確性、完全性等について保証するものではありませ

ん。

まず、資産形成期には、初期投資の500万円と毎年の積立額100万円×20年で2,500万円を拠出しますが、税引後の運用益が

加わることで最終的には4,065.1万円の資産が形成されます。

その4,065.1万円を以降の取崩し期で運用を続けながら取り崩しますが、年間の取崩し額は資産形成期の20年間にも着実に進

行するインフレを考慮した181.8万円からスタートします。取崩し期における取崩し額も、毎年のインフレによって増加して

いきますが、取崩し期も運用を続けると50年後（30年間取崩しを実施済）でも133.7万円残すことができる計算になります。

取崩し期に運用を行わなかった場合は先ほど計算したように30年間の取崩しで7,378.5万円が必要となりますが、取崩し期に

も運用を継続することで、資産形成期に形成した4,065.1万円で50年先まで資産が長持ちすることとなります。資産形成期の

20年間もさることながら、資産形成期よりも長い年数となった取崩し期も運用を続けたことが、資産寿命の延長に大きく影

響を与えていることがよく分かります。

このように、インフレのみを考えた際には不利に働いていた「時間」は、運用を行うという観点では、心強い味方にもなり

得るのです。そのためにも、将来にわたる資産計画を立てる際には、「どれくらいの期間で資産を形成し、取崩しが何年後

に始まり、どれくらいの期間取り崩すのか」と、入口と出口の戦略を繋げた一体のものとして考えることが非常に重要とな

ります。
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「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」を活用した長期の資産運用でインフレの克服を目指す

※「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」のパフォーマンスは、「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」の各運用スタイルのバックテスト期間

（2012年1月4日~2023年4月23日）のパフォーマンスと、2023年4月24日（「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」のサービスリリース時点）~2026年6

月30日までの運用実績を繋ぎ合わせて計算し、2021年4月末を基準に2026年6月末までの推移を表示しています。いずれの期間もリバランスは最適ポート

フォリオとの乖離がないように実施したと仮定して、分配金は投資の拠出金銭に自動的に組み入れたものとして計算しています。 全ての計算においてリバ

ランス時の譲渡益にかかる税金は考慮していません。

※ 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」のバックテストは「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」サービスリリース時点の運用戦略に基づき算出

しています。当該期間における実質的な投資対象となるETFの時価評価額を用いて計算を行っているため、当該ETFの経費率も考慮されています。また、手

数料および投資対象ファンドの信託報酬として運用資産額の2.1406%（年率・税込）を徴収して計算しています。

※「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」の運用実績は、手数料1.98%（年率、税込）を徴収して計算しています。また、投資対象ファンドの基準価額

を用いて計算しているため、信託報酬やその他の費用、投資対象ファンドを通じて投資するETFの経費率や分配金が考慮されています。

※表の数値は、いずれも小数第3位以下を切り捨てて表示しています。

※信頼できると考えられる情報を用いて算出しておりますが、情報の正確性、完全性等について保証するものではありません。将来の運用成果等を示唆・

保証するものではありません。

一言で資産運用と言っても、その手法はさまざまです。

ハイリスクな運用は大きなリターンを期待できる一方で、長期的な資産計画においては不確定要素を多く抱えることとなり

ます。特に、資産の取崩し期に大幅な資産減少が生じると、その損失を他の収入で補うことは一般的に容易ではなく、老後

の生活に大きな影響を及ぼすおそれがあります。

そのため、老後を見据えた長期の資産運用においては、過度なリスクを避け、リスクを適切にコントロールしながら、計画

に沿った運用を目指すことが重要です。

こうした考え方に基づく運用手法の一つとして、長期・分散を基本とする国際分散投資が広く活用されています。

「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」は8つの専用の国内投資信託を通じて、株式、債券、不動産、金などのそれぞれ

値動きの異なるグローバル資産に分散投資を行います。そして、それらの資産を組み合わせるにあたって、AIによる将来予

測を活用して機動的に投資配分を変更することで、あらゆる相場局面にも対応することを目指しています。

そのような運用を行う「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」のパフォーマンスを、①冒頭の日銀が公表する「『特殊要

因』を除いた消費者物価上昇率」が前年同月比でプラスになり始めた2021年4月末からのシミュレーションと、②2023年4月

24日以降の実績を繋ぎ合わせたものが以下のグラフになります。
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5年と少しの期間の運用で、年率換算+16.73%のリターンを獲得できていることが分かります。

同期間は、世界的にインフレが進行する中、「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」のリリース後だけでも、2024年夏

の日銀の利上げに端を発した円高・株安局面、2025年4月のトランプ関税ショック、直近の中東における紛争など、世界の

金融市場が大きく動揺する局面が相次ぎました。しかし「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」は、各局面に最適と考え

られる投資配分へ、AIを活用して機動的に組み替えながら対応し、効率的にパフォーマンスを獲得してきました。

このように、長期的に資産運用を続けるうえで刻々と変化し続ける状況への対応を、AIを活用した機動的な運用にお任せい

ただけることが、「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」の大きな特徴の一つです。

ただし、効率的な運用に期待できるからこそ、運用を続けているなかで利益が生じている局面では注意が必要です。なぜな

ら、パフォーマンスが堅調に推移している時には、利益を確定したいという心理が働きやすく、売却を検討したくなりがち

だからです。しかし、本コラムで見てきたように、インフレに対抗するには長期で運用を継続することが重要となります。

インフレを想定した長期の資産計画を立てていても、その途中で衝動的に方針を変えてしまうと、当初描いた計画の実現が

遠のくおそれがあります。

インフレが続くことも想定しながら、長期・分散投資を前提としてAIによる将来予測も組み入れた「ひめぎんラップ／

ROBO PRO AIラップ」を、資産計画の一つの選択肢としてご検討いただき、長期的な視点を大切に運用を続けることで、計

画実現の一助となれば幸いです。

※本コラムについて

・投資環境に関する過去の事実等の情報提供や、作成時点での株式会社FOLIOの見解をご紹介するために作成した資料です。

・記載内容は作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果等を示唆又は保証するものではありません。

・信頼できると考えられる情報を用いて作成しておりますが、その正確性、完全性等について保証するものではありません。
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「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」に関するご注意事項

「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」のリスクと費用について

• 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」は、株式会社愛媛銀行（以下「愛媛銀行」といいます。）が、愛媛銀行が提携する投資運用

業者（以下「投資運用業者」といいます。）である株式会社FOLIOを代理してお客さまと投資運用業者との投資一任契約を締結させ、

また、愛媛銀行がお客様の運用資産の発注・管理等を行う投資一任サービスです。

• 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」は、預金ではなく投資一任契約に基づくサービスのため、元本保証および利回り保証のいず

れもなく、また、預金保険制度の対象ではありません。

• 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」投資一任契約にはクーリング・オフ制度は適用されません。

• 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」の利用開始にあたり、愛媛銀行内に預金口座および証券口座開設が必要です。法人のお客さ

まは、現在お申し込みいただけません。

• 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」は投資一任契約に基づくものであるため、お客さまが自ら投資信託の個別の売買注文を行う

ことはできません。ご契約の締結にあたっては、契約締結前交付書面、投資対象ファンドの交付目論見書等をよくご確認いただき、ご

負担いただく費用およびリスク等について十分にご理解いただき、ご自身でご判断ください。

• 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ」は投資対象となる8種類のラップ専用の投資信託（以下、「投資対象ファンド」と表示）を

介して、海外ETFへ投資を行うため、次のような原因で預り資産の時価評価額は大きく変動する可能性があります。したがって、投資

元本が保証されているものではなく、これを割り込むことがあります。運用による損益はすべてお客さまに帰属します。

• 投資対象ファンドは、外国金融商品市場に上場している投資信託（ETF）を組み入れることにより運用を行いますので、金利水準、株

式相場、不動産相場、商品（コモディティ）相場等の変動による組入有価証券の値動きおよび為替相場変動等に伴い、投資対象ファン

ドの基準価額も変動します。これらの要因により投資対象ファンドの基準価額が下落し、損失が生じるおそれがあります。

• 投資対象ファンドに実質的に組み込まれた株式や債券等の発行者の倒産や信用状況等の悪化により投資対象ファンドの基準価格が下落

し、損失が生じるおそれがあります。

• お客さまには運用にかかる費用として、保有投資信託の時価評価額に対して最大1.98%（税込・年率）の「手数料」をご負担いただきま

す。（保有投資信託の時価評価額に応じて変動します。） その他に、投資対象ファンド毎に設定される「信託報酬」および「その他の

費用」を間接的にご負担いただきます（信託財産留保額はかかりません） 。お客さまにご負担いただく費用は、上記「手数料」と、間

接的にご負担いただく「信託報酬」および「その他の費用」を足し合わせたものとなります。

• 「信託報酬」（X）は、すべての投資対象ファンドにおいて一律に、信託財産に対して0.1606%（税込・年率）がかかります。但し、投

資対象ファンドを通じて投資するETFの経費率（Y）を足し合わせた“実質的な信託報酬（X+Y）“は、投資対象ファンド毎において異な

ります。なお、当該ETF の経費率（Y）は、0.03%～0.49%（年率）程度となります。また、 「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラップ

」での運用にかかる“実質的な信託報酬“の合計額は、8種類の投資対象ファンドの組入状況によって異なりますが、最新の運用戦略を用

いて運用を行った場合、その合計額は0.22%～0.40%（税込・年率）程度となります。これらの数値は2026年6月24日付の目論見書の情

報をもとに記載しています。実質的な信託報酬は目安であり、投資対象とするETFの投資状況等により変動します。

• 「その他の費用」として、信託財産にかかる監査報酬、信託事務の処理に要する諸費用、法定書類（目論見書、運用報告書等）の作成

等にかかる費用、組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、外貨建資産の保管に要する費用等があります。「その他の費用」

は原則としてお客さまの負担とし、信託財産の中から支払われます。なお、この費用は、運用状況等によって変動するため、事前に具

体的な金額や上限額等を示すことはできません。ご負担いただく費用およびリスク等につきましては、投資一任契約に係る契約締結前

交付書面、投資対象ファンドの交付目論見書等をご確認ください。

本資料は、投資環境に関する過去の事実等の情報提供や作成時点での見解をご紹介するために、「ひめぎんラップ／ROBO PRO AIラッ

プ」の投資運用業務を行う株式会社FOLIOが作成した資料です。記載内容は作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果

等を示唆又は保証するものではありません。信頼できると考えられる情報を用いて作成しておりますが、その正確性、完全性等につい

て保証するものではありません。

●投資運用業者

株式会社FOLIO 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2983号

加入協会 ：日本証券業協会、一般社団法人 資産運用業協会

●登録金融機関

株式会社愛媛銀行 登録金融機関：四国財務局長（登金）第6号

加入協会：日本証券業協会


